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	 日本では、約 40 年の間、東海地震の予知を前提とした対策の枠組みが維持されてきたが、
いま国では南海トラフにおける大規模地震対策の枠組みの再構築が進められている。この
40 年の間、決定論的な地震予知は困難であることが明らかになったと同時に、地震の連鎖










































図１	 勉強会 ML のメンバーの内訳。	
３．勉強会の開催実績	
	 表１の通り、計 13 回の勉強会を災害研所内にて開催した。各勉強会の時間は 1 時間 30
分とし、最後の 10〜30 分程度を議論の時間に充てた。	
勉強会開催日	 テーマ 話題提供者	
2016年 12月 26日	 今後の進め方の相談	











2017 年 3 月 27 日	 大震法の内容と内閣府 WG の議論のレビュー	 安倍祥（災害研）	






2017 年 5 月 29 日	 メディアと社会対応
橋爪尚泰（NHK）	
丸谷浩明（災害研）	
2017 年 6 月 26 日	 勉強会のこれまでの議論の振り返りと方向性	 福島洋（災害研）	


























2018 年 1 月 22 日	 自治体における防災対応	
福島洋（災害研）	
北川尚（元高知県）	




















































































































	 南海トラフ沿いでは，過去に M8 級の巨大地震が繰り返し発生してきており，また，その
再来間隔が 100-200 年程度と準周期的であることが知られていた（図 1）．しかし，最後に
発生した 1944 年昭和東南海地震（M7.9）と 1946 年昭和南海地震（M8.0）は，その前の 1854











































海トラフの巨大地震モデル検討会」が設置され，2012 年 3 月に「南海トラフの巨大地震に
よる震度分布・津波高について（第一次報告）」が公表された．この報告における南海トラ
フ沿いの巨大地震の最大規模は，これまでの想定より一回り大きな Mw9.0 とされ，また，
津波断層モデルも含めると Mw9.1 にもなり得ることが示された．このモデルでは震度 7 以
上となる地域が 6 県以上にまたがり，20m 以上の津波が押し寄せる可能性が指摘された．	












を 2013 年 5 月に公表した．	
	 これらの報告や評価結果を踏まえて，中央防災会議では防災対策の検討を進め，2014 年












地震観測・評価に基づく防災対策検討ワーキンググループ」が 2016 年 9 月に設置され，さ
らに同月に同ワーキンググループの下に「南海トラフ沿いの大規模地震の予測可能性に関
する調査部会」が再設置されて，2012 年に設置された調査部会と同じメンバーが招集され


























動観測網で確実に断層運動が検知できるのは，内陸では M6 程度以上，海域で M7 程度以上


























は M9.0 の規模であり，M7.0 のプレスリップが生じていれば現状の観測網でも十分検知で
きたはずであったが，実際にはそのようなプレスリップは見つけられなかった．	
























た地震に，宮城県沖地震がある．1978 年の宮城県沖地震の震源域では M7.4 程度の地震が
約40年の再来間隔で繰り返していたことが知られている．そのすぐ沖合では1897年のM7.7
の地震が発生しており，さらに 1793 年に発生した M8.2 の地震は，この二つの震源域が連
図 2．宮城県沖の大地震の震源域の分布．(a) 2000年頃の解釈．(b) 2005年頃の解釈．(c) 2011






	 1978 年の地震から 27 年後の 2005 年に，M7.2 の地震が想定宮城県沖地震の震源域の中で
発生したことにより，過去の地震についての様々な検討が行われた．その結果，1978 年の
地震は主破壊域が３つに分かれていて，2005 年の地震はそのうちの１つを壊しただけであ
ること（柳沼・他，2007;	Wu	et	al.,	2008；図 2b），1936 年の地震は M7.4 となっていた
が実は 2005 年とほぼ同じ場所で発生した同程度の地震の可能性が高いこと（海野・他，




房総沖にかけての地震活動の長期評価」の改訂を検討し，2011 年の 2 月には改訂案がほぼ
確定して，4 月の公表を目指していた（図 2c）．しかし，公表の前に 3 月に宮城県と福島県
に事前説明しようとしていた矢先に東北沖地震が起こってしまった．この東北沖地震は，
上記の 1978 年の地震（M7.4）とその沖合の 1897 年の地震（M7.7）および 869 年の貞観地
震（M8.4）の震源域すべてを破壊する地震となった（図 2d）．	
つまり，2000 年に宮城県沖地震の長期評価が出された時点では，1978 年型の地震（M7.4）
と 1897 年型の地震（M7.7）がときに連動して 1793 年型の地震（M8.2）が生じると解釈さ



























	 特に，昭和の東南海地震の規模は M7.9，南海地震は M8.0 とされ，安政の東海地震や南
海地震の M8.4 よりも一回り小さい．2005 年の宮城県沖地震の規模は M7.2 で，「想定宮城
県沖地震」の予想規模の M7.4-7.5 より一回り小さかったことから，2005 年の地震は心配
されていた「宮城県沖地震」の再来ではないと判断された．同じ判断を南海トラフ沿いで
行うのであれば，昭和の地震は安政の地震の再来ではなく，その震源域の一部を壊しただ
けということになる．そう考えれば，1946 年の昭和南海地震からはまだ 72 年しか経過し
























































































20130318_kisha.pdf（ 終閲覧 2018年 3月 16日）等による。 
2 中央防災会議防災対策実行会議南海トラフ沿いの地震観測・評価に基づく防災対応検討ワーキンググルー
































































































































































































































                                                   
4 丸谷浩明「中小企業 BCP導入ガイド～ＢＣＰ策定を目的意識、戦略の差異を踏まえて実効性重視で解説～」
2017（ 終修正 2018年 1月）、http://www.maruya-laboratory.jp/bcm-bcp（ 終閲覧 2018年 3月 16日）






























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































とを、カナダ地質調査所の Kelin Wangと Garry C. Rogersは述べている１）。 


























































































































































































- 南海トラフ沿いの XX の領域内に発生するマグニチュード XX 以上の地震について、
XX 以内の精度で XX 分以内に震源決定する	
- 南海トラフ沿いの XX の領域内に発生するマグニチュード XX 相当以上のゆっくりす





















































1 Wang, K. & Rogers, G. C. Beating Fear with Hope: On Sustaining Earthquake Preparedness. Seismol 
Res Lett 88, 171-176, doi:10.1785/0220160106 (2017). 
2 中央防災会議防災対策推進検討会議南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループ「南海
トラフ巨大地震の被害想定について」（第一次報告）（平成 24年 8月） 
3 中央防災会議防災対策実行会議南海トラフ沿いの地震観測・評価に基づく防災対応検討ワー
キンググループ「南海トラフ沿いの地震観測・評価に基づく防災対応のあり方について（報








































































































































































































































































































































































































強会発表、2017年 5月 29日。 
2) 毎日新聞科学環境部・飯田和樹記者と南海トラフ勉強会世話人とのメディア懇話会、
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3) 朝日新聞オピニオン編集部・黒沢大陸次長と南海トラフ勉強会世話人とのメディア
懇話会、日本記者クラブ、2017年 12 月 6日。 
4) 早稲田大学田中幹人准教授、成城大学標葉隆馬専任講師と南海トラフ勉強会世話人




5) 前掲 3)。 
6)黒沢大陸「防災に地震学の最新成果を持ち込むな：研究を役立たせることを優先させ
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日。 
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13) 前掲 3)。 
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23) サイエンス・メディア・センター ホームページ http://smc-japan.org/ 
24) 前掲 4)。 






















ション事例（Kuri, 2016）、口永良部 2015 年噴火（Sakamoto et al, 2016, Kuri et al, 2017）と




































































































































３． 2015 年口永良部噴火と 2015 年蔵王火山警報の事例 
2011 年の火山防災協議会がそれぞれの地域の避難計画を立てることを制度化され、活動
火山対策特別措置法が改訂されて以降の事例として、2015 年 5 月の噴火で迅速な避難を行
なった口永良部の事例と、警報のみで活動に至らなかった蔵王火山での警戒レベル情報の
事例を紹介する。 

















流・噴石などのさまざまなケースに備えた避難体制を詳細に検討していた。2015 年 5 月 23
日の有感地震後に、住民は、気象庁へ火山の活動状況に関する説明会を依頼し、23 日のう










2015 年 4 月 7 日以降、蔵王火山御釜付近が震源と推定される火山性地震が増加し、13
日に火口周辺警報(火口周辺危険)が発表された。4 月 14 日、行政の観光課のコメントとし
て「（エコーラインの冬期閉鎖からの開通を前に）でばなをくじかれた」「蔵王山が噴火す
る火山との認識はなかった」との報道があった。著者らは、観光関連業従事者（宮城蔵王





















2016 年 3 月 22 日に発送を行い、7 月
20 日までに回収された 80 件を解析し
た（Kuri et al., 2018）。インターネット
調査は、2016 年 3 月 7-9 日に 400 件、
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調査、略して SP 調査と呼ぶ。SP 調査は、調査票における仮想状況の説明方法や、複数の
条件提示の順序などが結果を大きく左右し、真の選好からのずれ（bias)を生じやすいとい
う問題が指摘されている。	
	 今後の災害に対する行動意向調査は、後者の SP 調査に相当するため、その実施方法や内
容を注意深く検討してバイアスの発生を避けて、信頼性のある結果を得るように努める必
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 2013 年 3 月 18 日に内閣府が南海トラフ大地震の被害想定を公表したときに、予想被災





















り上げるものであり、生命や健康に深くかかわる分野として 2017 年 4 月 10 日に『命のリ




った。参加者は 54 名、背景因子は男：女：不開示 40:11:3、年齢構成 21-30 歳 9 名、31 歳
以上 41 名、不開示 4 名であった。家庭や町内会で災害の準備を具体的にしているかとの問
いに対して、していると回答したのが 37 名(68.5%)、していないと回答したのが 16 名














い』と基本的には同意である。『明日かもしれない』と思う一方で、『100 年、いや 1000 年
以内には必ず起きるだろうが』、自分がまだ生きているかもしれない『30 年以内には起き
てほしくない』という参加者の気持ちを表しているように思われる。 
図１ 生命のリスクと南海トラフのリスクに対する認識（2018 年 2 月 23 日災害科学国際
研究所金曜フォーラムでの集計）。 
３．ロールプレイとアンケート集計結果 
 54 名の参加者を隣り合った 3 人ずつのグループに分け、実際の職業や社会的役割にかか
わらず 1 人は災害科学の研究者、1 人は自治体の政策決定者であると仮定して、シナリオ
にもとづくロールプレイを行った。残る 1 人は評価者として、災害科学研究者と政策決定
者の会話を評価した。シナリオは『東日本大震災後に、南海トラフ地震に対する備えの重





















































 災害医学の教科書のなかに、危機発生時のリスクコミュニケーション Crisis and 
Emergency Risk Communication (CERC)が取り上げられている（Reynolds et al. 2016）。
CERC は、World Health Organization (WHO)、Pan American Health Organization (PAHO), 





































































かをあらかじめ検討しておくことがきわめて重要である。そして、そのために Crisis and 
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	 この考え方に基づき、日本 DMAT は局地災害においては現場救護所での赤トリアージ傷病
者に対する安定化治療を（いわゆる「瓦礫の下の医療」ではない）、広域災害においては本























































	 平成 29 年度訓練には日本 DMAT 隊員 2087 名（プレーヤ
ー1706 名、コントローラー381 名）が参加し、NEXCO 中日
本・西日本、大阪国際空港、南紀白浜空港、自衛隊その他
多くの関連機関も訓練に参加した（図７,８）。	
	 日本 DMAT が広域災害の被災地で活動するにあたっては、
実際の現場医療活動以外にも様々な業務が発生する。本訓

















成 29 年度訓練において東北大学病院 DMAT は①仙台空港の










	 仙台空港近隣 DMAT が午前 7 時 30 分より航空搬送拠点受
付を開始し、指揮命令系統の確立後、航空自衛隊輸送機に
図 7	 平成 29年度訓練概要	
図 8	 ロジスティクス訓練参加団体	






搭乗する DMAT	 7 隊を決定、午前 10 時 15 分に C-130 型輸
送機にて南紀白浜空港に向けて出発した（実機搭乗、同日
夕刻実機にて帰着）（図 11,12）。	
	 DMAT を送り出した後、被災地域外 SCU 設置に移った。同
日は空港の通常営業日だったため、乗降客のなかった仙台
空港１階国際線到着口付近をお借りし SCU 本部・診療エリ
アを設置した（図 13）。SCU 本部には南紀白浜空港 SCU から
C-130 輸送機にて午後 2 時 40 分に 6 名、午後 4 時 10 分に
8 名、午後 4 時 40 分に 8 名の重傷者が搬送されてくる旨の
連絡があり（うち実機は午後 4 時 10 分着分のみ）、搬送担
当の DMAT・救急隊・自衛隊医務隊は滑走路から SCU までの
搬送訓練を、診療担当 DMAT は模擬診療を実施した（図 14）。
また SCU 本部では搬送されてくる重傷者の情報把握、入出
管理、後方医療機関への搬送調整訓練などを行った。	
	 午前中に南紀白浜空港へ向けて飛び立った DMAT 隊が模
擬患者とともに午後４時 50 分に仙台空港に帰着（予定よ
り 40 分遅れ）。仙台空港の搬送担当 DMAT へ模擬患者を引
き継ぎ、診療エリアで診療担当 DMAT から診察を受け、後方
搬送担当 DMAT・救急隊によって車内収容が終わった時点で




















図 13	 仙台空港 SCU本部	

























震災発生から 7 年を経て，「災害対応における SNS の活用」を取り巻く議論・研究・実践を
概観・レビューをすることで，その有効性や限界について述べていきたい．		













	 	2017 年 7 月に発生した九州北部豪雨においては，広域自治体が D-SUMM を活用した事例
が報告されている 2）．大分県では，当時，県災害対策本部内に情報収集の人員 2 名を配置





	 総務省では，熊本地震の発災時から 2016 年 5 月末頃までにおける被災者の方々の情報行










ッセージングアプリ」であり，Twitter，Facebook，mixi などの SNS とは形態が異なる 4）．













1）2011 年東日本大震災における Twitter 情報に対する実証的分析	
	 筆者らは，東日本大震災発生前後 1 ヶ月間に発信されたサンプリングツィート 300 万件















2）2015 年関東・東北豪雨における自治体 SNS に対する実証的分析	






体が発信していた Twitter や Facebook からの情報と，県内河川の水位の時系列変化や氾濫






3）2017 年 7 月九州北部豪雨における「#救助」ツィートに対する実証的分析	
2017 年 7 月九州北部豪雨では，「#救助」というハッシュタグが付与された Twitter を通
じた投稿（以下，ツィート）の発信や拡散によって，被災地における救助要請が盛んに行
われたのが特徴的であった．筆者らは，一般の Twitter インターフェースから検索・閲覧









ったのは 1 件が確認されているのみである 9）．	
	
４．おわりに	











ている 10）．一方で，その処理対象である SNS 情報そのもの質と量を改善しなければ，真に















に 整 理 ・ 要 約 ～ 災 害 状 況 要 約 シ ス テ ム 「 D-SUMM 」 を 試 験 公 開 ～ ，
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3） 総 務 省 ： 熊 本 地 震 に お け る 情 報 通 信 の 在 り 方 に 関 す る 調 査 結 果 ，
http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01tsushin02_02000108.html（2017 年 4 月
13 日）	
4） 総務省：平成 27 年版	情報白書（第 2 部第 2 節	ソーシャルメディアの普及がもたらす
変 化 ） ，
http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/h27/html/nc242000.html	











8） 佐藤翔輔，今村文彦：2017 年 7 月九州北部豪雨災害における「#救助」ツィートの実態
分析，自然災害科学（印刷中）	
9） 朝日新聞：救助要請、ツイートだけじゃダメ	 7 月の九州豪雨，224 件の行方たどる，
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整理して，公開する「震災教訓文献データベース」という 2 つのウェブデータベースが 2015
































































































































































3） 東北大学災害科学国際研究所：震災の教訓に関する 2 つのデータベース「3.11 からの
学 び デ ー タ ベ ー ス 」「 震 災 教 訓 文 献 デ ー タ ベ ー ス 」 を 公 開 し ま し た ，
https://www.tohoku.ac.jp/japanese/2015/04/press20150414-01.html	（2015 年 4 月
14 日）	
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